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１． 開催趣旨 

 

国際経済交流財団（JEF）では、諸外国との経済交流を促進するために、毎年その時々

の課題となる経済問題を取り上げ、世界各地域の有識者と解決に向けた議論を重ねてい

る。2024 年度も、我が国の政策や予測可能なビジネス環境づくりへの寄与を目的に、日

米フォーラムを開催した。今回は、権威主義・自国主義的リーダーの台頭や、国内外での

分断が進む中、今後の世界経済を左右する次期米国大統領選挙直前という絶妙な時期を

とらえて行われた。集まった登壇者は政・官・学・産業界で政策提言に影響力を有する日

米の有識者であり、両国が共有する課題について忌憚のない意見交換が行われた。 

 

本会議は、2024 年度は 10 月 21 日（月）に米国ワシントン D.C.にある、ジョンズ・

ホプキンス大学高等国際関係大学院（Johns Hopkins School of Advanced International 

Studies, SAIS)との共催で実施された。 

 

（１）開催の背景と経緯 

これまで何度にもわたり日米経済関係について情報・意見交換を行って来た SAIS 

Reischauer Center for East Asian Studies Director の Kent Calder 教授に、本フォーラム

共催の具体的な打診をしたのは昨年度末 2024 年 3 月のことだった。2024 年は世界の主

要国で選挙が行われる年であったが、1 月の台湾を皮切りにインドネシア、イラン、ロシ

ア、インド等と続き、年後半は日本、米国で結果が出た。 

この中で、特に先が読めない不透明度を増幅させたのは、新米国大統領の選出結果だ

と言われていた。米国以外の多くの国々においても、自国中心主義の傾向が懸念される

が、一旦進んでしまったグローバリゼーションから完全に手を引くことはできないだろ

う。国際的に合意されたルールを守らず、自己中心的な保護主義を貫こうとすれば秩序

は保てず、貿易システムは後退する。自国だけで成り立つ経済はもはや存在せず、それが

各国に影響を及ぼすことは間違いない。サプライチェーンが分断され、いくつかの同志

国が集まって作る同盟の中での分業を目指す動きも出ている。 

 

 ロシアでは予想どおり現政権が続投し、ウクライナへの軍事侵攻はまだ出口が見えな

い。政治と切り離せなくなった経済や軍事力がルールを無視し、実力を行使しても、今の

世の中はそれを阻止することができないでいる。日米の協力により、この分断と歪んだ

世界を軌道修正することはできるのか、議論が行われた。 

  

（２）フォーラムの概況 

上記のとおり、参加有識者は同盟国同士である日米が如何に世界の共通課題の現状を
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把握し、対応策を導き出すことができるかをテーマに話し合った。米国新政権により、

危機が高まる可能性がある喫緊の課題の１つがグローバルな温暖化による気候変動と

エネルギー安全保障である。その発端とも言える権力に基づく国家支配の増加と、国際

的規範やルールが脅かされ、国際秩序が保たれなくなった時代において、どのようなリ

ーダーシップが発揮されるべきなのか。 

日本からは気候変動・エネルギー及び国際法・国際紛争処理の専門家２名と JEF 会長

及び専務理事がワシントン D.C.に渡航し、現地では日本の産業界を代表して経団連米国

事務所長及び日本への安定的な鉱物資源調達をサポートする金属鉱物資源機（JOGMEC）

ワシントン事務所長がスピーカーとして加わった。 

米国側は共催機関であるジョンズ・ホプキンス大学の SAIS ライシャワー東アジア研究

所長をはじめ、エネルギー商品市場の指標価格・分析情報を提供する企業の代表、エネル

ギー・環境政策分析・立案の研究者、元国防省副長官であり元駐越大使、元米国大統領国

際経済問題担当副補佐官かつ元駐印大使がそれぞれの立場でエネルギー安全保障と国際

秩序についてプレゼンと議論を行った。 

登壇者の議論は、会場に集まった聴衆と、大学側が行った当日配信による視聴者にも公開

された。事前広報の少なさからか、残念ながら過去に行ったストリーミング配信に比べると、

大幅に参加者が少なかったことは反省材料である。 

今後は、双方の YouTube チャンネルに掲載することで、不足分をカバーすべく議論と成

果の普及を図っていく所存である。また、フォーラムでの議論内容や結論は、日米の参加者

からそれぞれの関係産業や学会にフィードバックされることを求めており、JEF が編さんす

る報告書やウェブページへのレポート掲載も参考情報として活用していただくことを期待

している。 

 

Session１では、気候変動に対応したエネルギー安全保障に関し、エネルギーを如何に確

保していくべきか、そのために日米で共に何ができるか意見を出し合った。不足するエネ

ルギーを考える時、進めるべきは利用効率を高めることなのか、貯蓄を増やすべきなのか。

第三国との協力関係は如何に構築することができるのか、水素の可能性と市場育成のため

のコストと補助金（日本政府の包括的見地の素晴らしさと、サプライサイド支援に偏りが

ちな米国の政策の対比）、世界第 6 位の広さを持つ日本の EEZ で開発する洋上風力発電の

潜在的可能性と市場の需要度・熟度との隔たり、エネルギー消費者への適正な教育の必要

性（特に原子力発電に関して）がトピックとして取り上げられた。日米が協力して、第三

国にどう関わってもらえるのかについては、もう少し突っ込んだ議論をする時間が必要で

あり、今後に課題を残した。 

Session２では、地政学的なリスクが高まり、複雑さを増す通商政策に焦点を当て、世

界で台頭する権威主義と、それに対するルールに基づく国際経済秩序について意見交換
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を行った。世界の貿易政策は、地政学上の課題と経済成長・エネルギー安全保障・環境と

のバランスを取る必要があることから、多国間協定から複数国間協定、問題解決に寄与

しない既存の国際基準や交渉に代わり、時に米国が傾く一方的主義や単独主義

(unilateralism)や世界的な権威主義的傾向への台頭に懸念が示された。また、WTO の紛

争処理能力低下についても問題視されて久しい。 

一方、世界貿易額は過去 23 年間で 4 倍となり、グローバルサプライチェーンによる

人々の生活向上が図られており、これまで以上に産業界の実用的な見解を包含した政策

立案が必要との意見で一致した。また、アジアの多極性を保つためにも経済面を越えて

気候変動・サイバーセキュリティー・保健・海洋状況把握等の面で QUAD など日米が協

力できる同盟関係の重要性が説かれた。 

また、米国は包括性と反保護主義の必要性においてリーダーシップを発揮することが

求められている。産業政策は同盟国間での調整の上、公共政策目標と一致させ、公共財で

ある企業活動を後押しすることが重要とした。 

経済安全保障と自由貿易に関しては、デリスキングや先端技術の厳格管理アプローチ

（Small yard high fence）を慎重に扱うべきであり、基本は自由貿易を推進すべきとの考

えであった。 

なお、グローバルサウスと呼ばれる国々は多国間フォーラムにおいて公共財に寄与す

る重要な役割を持つが、立ち位置が様々であり、プロセスは一筋縄ではいかないとの認

識であった。 

 

※議論の詳細は、後掲の各項目をご参照ください。 

・出席者：「2. 開催概要」「4. 出席者略歴」 

・会議次第：「3. 詳細日程」  

・議事要旨：「5. 議事要旨：（１）日本語（２）英語」 
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２． 開催概要 

 

１．開催日： 

2024 年 10 月 20 日（日）SAIS 主催打合せ夕食会 

2024 年 10 月 21 日（月）日米フォーラム開催 

  クローズド・ディスカッション 

３． 会 場：Washington D.C. 

10 月 20 日（日）Restaurant Rasika, Penn Quarter 

10 月 21 日（月）SAIS 会議室 

・フォーラム：B-222 

・クローズド・ディスカッション：Room 678 

 

４． 主催者： 

<日本側> 一般財団法人国際経済交流財団 (JEF) 

<米国側> ジョンズ・ホプキンス大学高等国際関係大学院 

 Johns Hopkins School of Advanced International Studies (SAIS) 

 

５． テーマ：Redefining Japan-US economic relationship in the era of fragmentation and  

disorder at the time of US Presidential Election and beyond  

・セッション 1： Securing Energy by Responding to Climate Change  

        「気候変動に対応したエネルギー安全保障」 

・セッション 2： International Order - Power versus Rules  

                「国際秩序－権威主義対ルールベース」 

６． 出席者： 

日米よりスピーカー11 名、オブザーバー37 名、配信視聴者 23 名  

 

 ＜日本側＞                        (敬称略、登壇順) 

   豊田 正和  一般財団法人国際経済交流財団 会長 

山下 ゆかり  一般財団法人日本エネルギー経済研究所 常務理事 

石井 大貴  独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC） 

ワシントン事務所 所長 

    原岡 直幸  一般財団法人国際経済交流財団 専務理事 

平見 健太  長崎県立大学国際社会学部 准教授 

谷川 喜祥  一般財団法人日本経済団体連合会 米国事務所 所長 
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【ゲストスピーカー】クローズド・ディスカッション 

藤澤 秀昭  在米日本国大使館 公使 

 

＜米国側＞                                          (敬称略、登壇順) 

  Kent E. Calder Director, Edwin O. Reischauer Canter for East Asian Studies,  

 Johns Hopkins University (SAIS) 

Christopher Elsner Director, S&P Global Commodity Insights 

Jennifer Sklarew Assistant Professor, Development of Environmental Science and 

 Policy, George Mason University 

David B. Shear Former Ambassador to Vietnam,  

 Senior Advisor, Edwin O. Reischauer, Center for East Asian Studies, 

Johns Hopkins University (SAIS) 

Kenneth I. Juster Former Ambassador to India 

 

【ゲストスピーカー】クローズド・ランチディスカッション 

David E. Sanger White House and National Security Correspondent for  

 The New York Times 

 

７． 開催形式： 対面シンポジウム形式 

SAIS 公式 YouTube チャンネルにてライブ配信 

 

８． 使用言語： 英語 
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3.  詳細日程 
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4. 出席者略歴 
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  Ambassador Kenneth I. JUSTER 
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Senior Advisor 
Edwin O. Reischauer Center for East 
Asian Studies 
Johns Hopkins University (SAIS) 

Ambassador David B. SHEAR 
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5. 議事要旨 

(1) 日本語 

 

以下のサマリーは、共催団体であるジョンズ・ホプキンス大学高等国際関係大

学院（SAIS）が作成した英文サマリーを当財団が和訳したものである。 

 

 

 

 

 

 

日米フォーラム 

分断と秩序なき時代における 

米国大統領選挙後の日米関係を再定義する 

2024 年 10 月 21 日 
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開会の挨拶 

 

Kent E. Calder ライシャワー東アジア研究センター所長、ジョンズホプキ

ンス大学高等国際関係大学院（SAIS） 

Calder氏は、複数の複雑な力によって形作られた世界情勢と日米関係の極め

て重要な瞬間におけるこの会議の重要性を説明した。また、2008 年の金融危

機が世界システムを作り変えた重要な転換点であったと指摘し、この危機が

どのようにして先進国全体にポピュリズムの波を引き起こし、ドナルド・ト

ランプ大統領の当選やボリス・ジョンソン、マリーヌ・ル・ペンなどのポピ

ュリスト指導者などの政治的変化に影響を与えたかについて述べた。これら

の変化は国際関係、経済成長の軌道、エネルギー戦略を一変させた。Calder

氏は、ロシアの不満の高まりが最終的に 2022 年のウクライナ戦争につなが

ったことを、これらの世界的変化のもう一つの結果であると指摘した。Calder

氏はまた、再生可能エネルギーへの移行を加速させ、世界のダイナミクスを

さらに作り変えた、特にエネルギー分野における技術の進歩を強調した。

Calder氏は、世界的な傾向にもかかわらずポピュリズムを回避している日本

の例外性を指摘した。混乱した世界における日本のレジリエンス、それは日

米協力の重要性、およびすべての人々に利益をもたらす安定した世界秩序を

構築する可能性を浮き彫りにするものである、と述べた。  

 

豊田正和 一般財団法人国際経済交流財団（JEF）会長 

豊田氏は、権威主義的指導者の台頭や領土拡大のための経済・政治・軍事力

の主張など、最近の世界的な課題を強調した。こうした課題は、COVID-19パ

ンデミックやロシアのウクライナ侵攻をきっかけに激化している。こうした

危機は中国の経済的不確実性とともに大きな懸念事項であると指摘した。本

フォーラムの議題は、エネルギー、環境、国際秩序という、相互の関連性が

ますます高まりつつあるトピックに焦点を当てている。10年前はこれらの分

野間の複雑なつながりはそれほど明らかではなかったが、現在ではエネルギ

ー政策、環境配慮、地政学的安定性の関係を理解することが不可欠であると

指摘した。日本と米国は、今後の米国大統領選挙や日本のリーダーシップの

交代など、政治的移行に直面しており、今回のこの対話は時宜にかなってい

る。両国が選択する方向は、国際社会によって注意深く監視されることにな

る。フォーラムでの議論がこれらの複雑な問題を分析するだけにとどまらず、

将来の政策に反映されるような実行可能な解決策につながることを期待する。 
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セッション 1：気候変動に対応したエネルギー安全保障 

 

Kent E. Calder (モデレーター)  

Calder氏は講演の冒頭で、4つのプレゼンテーションのうち 3 つが日米協力

であり、特にエネルギー効率と第三国との共同の取り組みにおける日米協力

の可能性が焦点となっていることを強調した。 

 

山下ゆかり 日本エネルギー経済研究所（IEEJ）常務理事 

山下氏は、エネルギー効率の向上、再生可能エネルギーの貯蔵と送電網統合

の改善、二酸化炭素回収・貯留（CCS）の拡大、化石燃料の安定供給という、

4 つの優先事項を強調した。次に、エネルギー効率における日本の強みと米

国および他の国々とのパートナーシップを強調し、2030年までに世界の効率

を倍増するという COP28 の目標に言及して、先進国が日本のトップランナー

（Top Runner）や米国のエネルギースター（U.S. Energy Star）プログラム

に類似した知識共有と効率基準でこれらの地域を支援することを提唱した。

山下氏はまた、日米の協力により AI やデータセンターなどの技術を最適化

することで省エネが可能であると提言した。さらに、重要鉱物をめぐる経済

安全保障上の懸念にも触れ、特定のサプライチェーンへの依存を減らすため

のイノベーションを提唱した。同氏は、持続可能なネットゼロの未来への移

行においてリソースを最大化するために、日本、米国、その他の国々の協力

を求めた。  

 

石井大貴 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）ワシント 

ン事務所所長 

石井氏は日本の気候変動対策の概要を説明し、世界排出量に占める日本の割

合と中国や米国などの主要経済国からの大きな貢献を考慮すると、日本の取

り組みは世界排出量削減に貢献していると強調した。彼は、日本の産業構造

と社会構造をクリーンエネルギーへと転換し、経済成長と競争力の両方を高

めることを目指す日本のグリーントランスフォーメーション（GX）イニシア

チブを紹介した。彼はまた、鉄鋼、化学、発電などの分野で低炭素水素を支

援する水素社会推進法などの最近の法律にも注目した。石井氏は、福島原発

事故後の原子力発電の衰退を指摘したが、安全対策と規制遵守を条件に、2030

年までにエネルギーミックスの 20～22％に回復させる計画を共有した。最後

に石井氏は、日本の「S+3E」（安全、エネルギー安全保障、経済効率、環境）

エネルギー戦略について説明し、ウクライナ危機を含む最近の世界情勢はエ
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ネルギー安全保障の重要性を浮き彫りにし、1973年を彷彿とさせる潜在的な

エネルギー危機をもたらしていると強調した。 

 

Christopher Elsner Director, S&P Global Comodity Insights 

Elsner氏は、エネルギー安全保障と脱炭素化に影響を与える地政学的変化に

ついて論じた。彼は、2008年の金融危機を転換点と位置付け、ウクライナ侵

攻やテキサスの大寒波など最近の出来事はエネルギー安全保障の重要性を強

調したと述べた。特に 2013 年から 2014 年以降の米国のシェールブームは、

安定したエネルギー供給を確保することで日本に利益をもたらし、日米協力

の機会を強化した。脱炭素化が中心的な焦点であり、彼は再生可能エネルギ

ーとエネルギー貯蔵のサプライチェーンの混乱がもたらす課題を指摘した。

日本にとって、脱炭素化目標を達成するには電化が不可欠だが、AIとデータ

センターからの需要の高まりはエネルギー資源を圧迫する可能性がある。原

子力エネルギーは、グリッド規模の貯蔵とともに、日本の 24時間エネルギー

信頼性にとって不可欠である。天然ガスは、再生可能エネルギーの変動性の

バランスをとるために、日本のエネルギーミックスで引き続き重要な役割を

果たすだろう。Elsner 氏は、EVや水素自動車の台頭でこれらの燃料の需要は

減少しているものの、石油や石油精製製品市場における日米協力の可能性を

強調した。一方で、日本の火力発電の信頼性は経済の安定に不可欠であり、

脱炭素化の取り組みが進む 2030 年代、2040 年代も引き続き優先されるだろ

うと強調した。 

 

Jennifer Sklarew Assistant Professor, Department of Environmental 

Science and Policy, George Mason University 

Sklarew 氏は、さまざまなステークホルダーの観点からレジリエンスに焦点

を当て、日米協力への影響について述べた。Sklarew 氏は、エンジニアリン

グ、エコロジカル、ソーシャル、および経済のレジリエンスという異なるレ

ジリエンスの種類を概説し、これらの優先事項を別々に推進すると、認識さ

れる対立につながる可能性があると指摘した。次に、エネルギー貯蔵、グリ

ッドアクセス、サプライチェーンなど、エネルギー安全保障、環境目標、お

よび経済的レジリエンスのバランスをとるグリーントランスフォーメーショ

ン（GX）イニシアチブにおける日本の優先事項を論じた。日本の再生可能エ

ネルギーへのシフトには、洋上風力、水素、アンモニアが含まれるが、土地

利用に関する懸念や再生可能エネルギー生産者へのグリッド料金などの課題

は残っている。米国でも優先事項は同様であるものの、たとえば、トランプ

政権は連邦政府の土地での石油とガスを重視する可能性があるなど、政策の
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実施は将来の政権交代に応じて変わる可能性がある。米国における再生可能

エネルギーの経済的レジリエンスは、バッテリー価格の低下とユーティリテ

ィー規模のストレージの拡大によって進化している。しかし、送電網の相互

接続の遅れは続いており、州主導の再生可能エネルギーの取り組みは連邦政

府の政策変更の影響を受ける可能性がある。カリフォルニア州、マサチュー

セッツ州、ニューヨーク州が再生可能エネルギーの基準でリードしているも

のの、トランプ政権は州の行動に制限を課す可能性があると指摘した。最後

に、日米協力について、Sklarew 氏は新政権下での潜在的な道筋を概説し、

水素、原子力技術、重要鉱物、CCS は新政権下でも協力の対象となる可能性

が高い分野であり、加えてトランプ政権はブルー水素と大規模水力発電に重

点を置く可能性があると述べた。  

 

パネルディスカッション 1 

 

Calder氏は、議論をバッテリー貯蔵から始め、その後、日米協力に関連する

他のトピックについて検討することを提案した。 

 

Elsner氏は、再生可能エネルギーの供給が断続的な場合に信頼できる電力を

維持するには、EVではなくグリッド規模のエネルギー貯蔵が当面の優先事項

であると強調した。彼は、インフレ抑制法などの米国の政策は日本にとって

有益な情報を提供する一方で、米国では EV のバッテリー需要のせいでグリ

ッドレベルの貯蔵ソリューションの拡大が遅れていると指摘した。 

 

山下氏は、バッテリー貯蔵における中国の重要な役割を認め、計算と最適化

のためのソフトウェア制御も同様に重要であると指摘した。日本の第 6 次エ

ネルギー基本戦略では、水素が別の形でより長期間貯蔵できる可能性がある

ことから、代替手段として検討されている。 

 

石井氏は、風力発電や太陽光発電とともに、カーボンニュートラルを達成す

る上で水素が重要であることを強調した。彼は、日本の全体的なエネルギー

枠組みに水素を戦略的に統合する必要があると指摘した。 

 

山下氏は、日本が水素を積極的に推進していることを強調したが、その最終

用途と市場の準備状況に疑問を呈した。彼女は、実行可能な水素サプライチ

ェーンを構築するには、現在のエネルギー材料と比較して水素の初期コスト

が高いので、それを補うための補助金が必要であると強調した。 
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Sklarew 氏は、2024 年に日本の海洋エネルギー法が改正され、排他的経済水

域（EEZ）での洋上風力発電開発が許可されたにもかかわらず、市場の準備が

依然として課題であると指摘した。 

 

Calder 氏は、日本の排他的経済水域（EEZ）が世界で 6 番目に大きいことか

ら、日本には海洋開発の大きな可能性があると指摘した。 

 

石井氏は、水素の需要と供給の両方を対象とし、市場の成長を促すため双方

に補助金を支給するという日本の新政策に賛意を表した。 

 

Calder氏は、総合的なアプローチを採用している例として日本のこの産業政

策を高く評価し、供給重視の米国の政策とは対照的であると述べた。 

 

Elsner氏は、世界の政策は供給のみに焦点を当てる傾向があるため、日本と

ヨーロッパは供給と需要の両方を優先する点で異色であると指摘した。彼は、

CCS と水素の法外なコストには、米国のインフレ抑制法の 45V 条項のような

強力な財政的インセンティブと政策が必要であると強調した。彼は、強力な

政策支援がなければ、CCS と水素プロジェクトは建設段階に至るまでに苦労

する可能性があると説明した。 

 

石井氏は東南アジアの人口増加と天然ガスの使用について述べ、米国は LNG

を輸出することでこれらの国のカーボンニュートラル化を支援でき、日本は

技術貢献できると提言した。 

 

山下氏は、効率的な製品の促進のために小売業者と協力することを強調し、

規制だけではなく消費者教育が非効率的な製品の段階的廃止に役立つことを

強調した。山下氏は、日本と米国はどちらもエネルギー効率の効果的なモデ

ルを持っているが、この分野での協力はこれまで最小限にとどまっていると

指摘した。  

 

豊田氏は、電力会社が家庭にエネルギー使用の削減を義務付ける、ヨーロッ

パ式の間接的な省エネ規制が日本に役立つ可能性があるかどうかを尋ねた。

また、福島原発事故の後、日本が原子力規制の最適化に苦戦していることを

指摘し、日本がバランスの取れた原子力規制を採用する際に、米国が支援で

きるかどうかも尋ねた。 
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Sklarew 氏は原子力規制の問題について、米国のリスク管理枠組みとは対照

的に、文化的なリスク許容度ゼロという日本の慎重な規制アプローチを論じ

た。Sklarew 氏は、スリーマイル島の経験から学んだトレードオフと事故対

応の重要性を指摘し、日本はリスクに応じた規制という考え方や地域社会の

関与を強化すればより効果的な対応が可能になると述べた。 

 

Elsner氏は、米国は従来の原子力プロジェクトと先進的な原子力プロジェク

トの両方に対して地元の反対に直面しており、それが進歩を遅らせていると

付け加えた。彼は、原子力プロジェクトやその他のインフラプロジェクトに

対する地元および国の支援を得るために、リスクコミュニケーションを改善

する方法について協力することを提案した。 

 

山下氏は、原子力エンジニアの高齢化に伴う日本の課題について述べ、トレ

ーニングのための国際協力の重要性を強調した。彼女は、若いエンジニアを

世界的なエネルギーの議論に参加させる必要性を強調し、マイクロソフトの

革新的な原子力プロジェクトが若いエンジニアに刺激を与える可能性がある

と述べた。 

 

 

セッション 2：国際秩序－権威主義対ルールベース 

 

原岡直幸（モデレーター）一般財団法人国際経済交流財団（JEF）専務理事 

原岡氏は、関税、デジタル貿易、およびそれらが世界経済秩序に与える影響

など、貿易政策の話題に焦点を当てて、セッション 2 を開始した。原岡氏は、

地政学的リスクと、経済成長、エネルギー安全保障、環境問題の間でバラン

スを取ることが求められることから、世界貿易政策がより複雑さを増してい

ると指摘した。 

 

Kenneth I. Juster Former Ambassador to India 

Juster氏は、世界貿易の変化する状況と、米国大統領選挙が貿易政策に及ぼ

す潜在的な影響について説明した。Juster 氏は、世界貿易が多国間協定から、

CPTPP や日米デジタル貿易協定などの複数国間またはセクター別協定に移行

していることを指摘した。Juster氏は、米国が上級委員会の委員選任を拒否

し、紛争解決プロセスを弱体化させていることなど、WTO が直面している課

題について説明した。米国の WTO に対する不満は、合意要件と、米国の貿易

利益に不利となる関税不均衡の認識からも生じている。Juster 氏は、Jake 
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Sullivan 国家安全保障担当大統領補佐官による 2023 年の新自由主義経済体

制の批判について触れ、これが選択的関税、輸出規制、国内産業政策に米国

が移行するきっかけとなったと述べた。このアプローチは、日本製鉄による

USスチール買収への反対に見られるように、外国企業による重要産業の買収

を制限するバイデン政権の措置に表れている。Juster 氏は、今後について、

ハリス副大統領とトランプ前大統領のいずれが当選しても、米国は慎重な貿

易姿勢を続ける可能性が高いと述べた。ハリス氏は関税、同盟国とのパート

ナーシップ、気候変動政策に重点を置く一方、トランプ氏は海外市場、特に

中国の市場開放に向けた影響力を得るために高関税を追求する可能性がある。 

 

平見健太 長崎県立大学国際社会学部 准教授 

平見氏は、貿易における単独行動主義の台頭とそれが世界経済関係に与える

影響について論じた。同氏は単独行動主義を 2 つの意味で定義し、大国が単

独行動主義の手段を使って気候変動対策や労働基準などの価値観を他国に押

し付けるという問題の側面に焦点を当てた。その後、米国通商法第 301 条や

EUの企業持続可能性デューデリジェンス指令（CSDDD）など、米国と EUにお

ける単独行動主義の事例を取り上げ、主要市場がこうした手段を使ってアク

セスを制御し、対外行動に影響を与える様子を示した。同氏は、単独行動主

義の台頭は、既存の国際ルールの非効率性、条約交渉の停滞、WTO の紛争解

決制度の弱体化に起因すると指摘した。平見氏は、単独行動主義の 3 つの問

題点、すなわち、ある地域社会の価値観を他国に押し付ける、外国企業に課

す経済的および行政的負担、他国の規制自主権の制限について概説した。解

決策として、彼は可能な限り貿易協定紛争システムを使用することを提案し、

紛争を減らすための経済外交の重要性を強調し、政策設計において民間部門

の懸念が考慮されるように民間部門が関与するよう奨励した。 

 

David B. Shear Senior Advisor, Edwin O. Reischauer Center for East 

Asian Studies, Johns Hopkins University (SAIS) 

Shear 氏は、インド太平洋地域における米国の経済戦略と地政学戦略を一致

させることの重要性について語った。 2011 年、彼はベトナムに環太平洋パ

ートナーシップ（TPP）への参加を促し、中国からの貿易独立性の向上など、

その経済的および地政学的利益を強調した。しかし、Shear 氏は、ワシント

ンは貿易と地政学のこのつながりを常に評価してきたわけではないと指摘し

た。 彼は、オバマ大統領が TPPの議会への提出を遅らせ、トランプ大統領が

その後 2017 年に米国を協定から撤退させた一方で、環太平洋パートナーシ

ップに関する包括的および先進的な協定（CPTPP）を通じて協定を救済しよう
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とする日本の努力が、ある程度、影響を緩和したと指摘した。Shear 氏は、中

国と連携すれば経済的利益が得られるが、米国と提携しても目に見える利益

は少ないという中国からのインド太平洋諸国への暗黙のメッセージに言及し、

これを「Netflix」（中国）と「Blockbuster Video（米国を本拠地とする DVD

レンタルチェーン）」（米国）の違いに例えた。同氏は最後に、安定した地域

秩序を確立するために経済政策と地政学的目標を結び付けるという米国のコ

ミットメントを再興するよう促したが、今のところは日本などの同盟国が米

国の関与停止によって生じた溝を埋めていることを認めた。Shear 氏は、日

米同盟が課題に直面した 1990 年代と同様に、同盟の将来は積極的に追求し

なければ最終的に「我々が失うもの」になると警告して締めくくった。 

 

谷川喜祥 一般財団法人日本経済団体連合会米国事務所 所長 

谷川氏は、世界貿易が 2000 年の 6.1 兆ドルから 2023 年には 24 兆ドルに拡

大し、極度の貧困が大幅に減少し、企業が重要な役割を果たしていると指摘

した。谷川氏は、日本の優先課題として、国力強化、国際ルールの推進、南

半球との協力関係の構築、の 3 つを挙げた。また、日本の国家安全保障戦略

では「戦略的自立」（特定の国への依存を減らす）と「戦略的不可欠性」（日

本が重要なパートナーであり続けることの確保）を重視していると説明した。

これらの目標を達成するには、日本はオープンでルールに基づく経済秩序を

維持し、特に志を同じくする国々との「友好関係」を通じてサプライチェー

ンのレジリエンスを高める必要がある。谷川氏は、自由で公正な貿易と投資

環境、経済安全保障、持続可能性を統合することの重要性を強調した。また、

経済連携協定（EPA）と自由貿易協定（FTA）を通じて貿易ネットワークを拡

大するとともに、紛争解決機能の回復や安全保障ルールの更新を含む WTO改

革を推進するよう求めた。持続可能性については、環境貿易の促進、炭素価

格設定や排出量計算に関する合意に向けた努力を通じて、地球環境目標の推

進を訴えた。彼は最後に、こうした多面的な地球規模の課題に対処するには

創造的な解決策が必要であると強調した。   

 

パネルディスカッション 2 

 

原岡氏は、議論の中で共有された具体的な提案に感謝の意を表し、日米豪印

戦略対話（QUAD）のような同盟やインフラを支える金融イニシアチブの重要

性を強調した。彼は、ルールに基づく国際経済に積極的に貢献する上で米国

が直面している課題を指摘し、QUADのような米国を含む同盟は、不平等など

の問題に対処し、地政学的緊張を緩和するのに役立つ可能性があると述べた。



31 

 

さらに、ビジネスの観点から、企業にとって安定した環境を作り出すために、

明確で予測可能なルールが必要であることを強調した。彼は、経済安全保障

と自由貿易のバランスをとることについてのインサイトを求め、貿易を促進

しながら重要なセクターを保護するために「狭い庭、高い柵」アプローチを

提唱する人もいると指摘した。しかし、このアプローチの範囲を定義するこ

とは依然として難しい。彼は、企業にとってこのバランスを最もうまく達成

するにはどうすればよいかをパネリストに尋ねた。 

 

Juster氏は、米国の TPP離脱に対する Shear 氏の懸念に同調し、これを戦略

的誤りとみなした。彼は、中国の優位性がない多極的なアジアという構想に

対して日米が共に関心を寄せる必要性を強調した。Juster氏は、一帯一路な

どの構想や RCEP への関与を通じた中国の拡大する貿易関係について触れ、

中国が最終的に CPTPP に参加する可能性があると警告した。彼は、米国と日

本が特に QUADを通じ協力してこれらの問題に取り組むことを提言した。  

 

平見氏は、米国との同盟は共通の価値観に根ざしたパートナーシップであり、

権威主義的脅威から国際秩序を守るために不可欠であると述べた。しかし、

米国が頻繁に一方的な行動に頼り、それがビジネス環境を不安定にする可能

性について、自身のプレゼンテーションで述べた懸念を繰り返した。平見氏

は、日本は現実的な対応をとり、米国の各政策に対して公正かつ公平な立場

を維持し、問題のある一方的措置を回避するために米国の意思決定に影響を

与えるよう努めるべきだと提案した。  

 

Shear 氏は、Juster 氏の見解に沿って、インド太平洋における影響力を強化

するために日本と米国が協力する方法を述べた。彼は、東南アジアにおける

経済的および政治的影響力の両方にとって不可欠な要素である TPP の機会を

米国が逃したことを認めたが、東南アジアの開発資金を強化することで市場

開放措置の欠如を補うことを提案した。 

 

谷川氏は、WTOや UNFCCC のような多国間フォーラムで合意に達することの難

しさを指摘し、日米協力の範囲の広さと深さを強調した。谷川氏は、自由で

開かれたルールに基づく国際秩序を再構築する「未来のためのグローバルパ

ートナー（Global Partners for the Future）」における米国のリーダーシッ

プを促し、さらに、包摂性（inclusivity）の推進と保護主義に対する警戒の

必要性を強調した。また、産業政策は公共政策の目標と軌を一にし、企業が

ますます果たすべき公共財としての役割に対応する必要があると主張した。  
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平見氏は、産業政策の復活について論じ、その主な要因として、中国の国家

資本主義が世界競争力に与える影響と、自由主義諸国で産業政策の必要性に

関する議論が続いていることに鑑み、特にサプライチェーンの確保における

経済安全保障の必要性を挙げた。産業政策は本質的に市場への政府の介入を

伴う。平見氏は、産業政策が不可欠であると考えられる場合、志を同じくす

る国々の間でこれらの政策を調整することが重要であり、これにより同盟国

間の資源配分が明確になり、経済安全保障がさらに強化される可能性がある

と結論付けた。 

 

原岡氏は、提示された詳細な提案に感謝の意を表し、QUADとインフラのため

の金融イニシアチブの重要性を強調した。彼は、米国がルールに基づく国際

経済を全面的に支援することは難しいかもしれないが、QUAD のような同盟の

取り組みは、不平等やより広範な地政学的課題などの問題に対処するのに役

立つ可能性があると述べた。彼はパネリストに対し、ビジネスの観点から、

経済安全保障と自由貿易のバランスをどのように達成するかについて意見を

求め、重要な地域を保護しながら開放性を促進する「狭い庭、高い柵」アプ

ローチが実用的かもしれないと指摘した。 

 

Juster氏は、ビジネスと地政学的状況に影響を与える世界的な不確実性につ

いて語った。彼は、企業は、進化する国際秩序、中国の影響力の拡大、多極

的ダイナミクスが顕在化し、グローバルサウスと BRICS 諸国が世界機関でよ

り重要な役割を求めている中で、コンプライアンスとリスク管理チームを拡

大していると指摘した。  

 

谷川氏は、技術と経済の安全保障を管理する戦略として、「リスク回避」や「狭

い庭、高い柵」アプローチなどの概念を慎重に支持すると述べた。しかし、

特定のルールをすぐに時代遅れにしてしまうほど技術の変化のペースが速い

と述べ、実施の難しさを指摘した。  

 

原岡氏は、議論に感謝の意を表し、CPTPPに対する日本の立場を明確にした。

彼は、中国が必要な要件を満たす限り、日本は同協定への中国の参加を歓迎

するとし、目標は中国を封じ込めることではないことを強調した。中国は日

米両国にとって重要な貿易相手国であると認識し、アジア太平洋地域での自

由貿易の促進は日本の目的と一致しており、米国も暗黙のうちにこれを期待

しているであろうと述べた。彼は、米国の貿易目標のこの特徴づけに対して

パネリストが同意するかどうかを尋ねた。 
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Juster氏は、トランプ前大統領が、地域のサプライチェーン協力とコミュニ

ケーションを支援する数少ないイニシアチブの一つであるインド太平洋経済

枠組み（IPEF）を破棄する意向であると指摘した。Juster 氏は、CPTPP を維

持するための日本のリーダーシップを高く評価し、その高い基準を維持する

ことの重要性を強調した。彼は、協定の質の低下を防ぐため、中国はこれら

の基準を満たす場合にのみ、特に国有企業がそうする場合にのみ、参加を許

可されるべきであると警告した。 

 

Calder氏は、世界秩序というより広いテーマの中での議論を振り返り、リス

ク削減メカニズムとグローバルな公共財の提供における協力の必要性を強調

した。彼は、Juster 氏のインフラ向けブレンドファイナンスの例を強調し、

そのようなイニシアチブは米国や日本のような支配的な国の影響力を維持す

るために不可欠であると述べた。彼は、トランプ大統領の下で締結された日

米デジタル貿易協定のような既存の二国間協定を考慮すると、デジタル貿易

に対する完全な多国間アプローチではなく、複数国間アプローチが実行可能

であろうと述べた。Calder氏はまた、特に戦略的目標を共有する分野で、日

本の産業政策を米国にとっての学習モデルとして検討することを提案した。   

 

Juster氏は、QUAD の取り組みは経済だけにとどまらず、気候関連支援、サイ

バーセキュリティー、健康安全保障、ワクチン、人道支援、海洋領域支援な

どの分野で地域に公共財を提供していることを強調した。さらに、米国は麻

薬やフェンタニル対策、気候変動への取り組み、サイバーセキュリティーの

強化など、国境を越えた問題に関して中国と協力的なアジェンダを追求して

きたことを強調した。  

 

谷川氏は、エネルギー転換に対してカスタマイズされたアプローチの重要性

を強調し、アジア諸国は多様なエネルギーポートフォリオと産業構造を持っ

ているため、経済的中立への単一の道は実現不可能であると指摘した。彼は、

日本は南半球諸国と他の国々を国際秩序に統合するモデルを開発することで

リーダーシップを発揮できると示唆し、そのようなアプローチは将来的に有

益となる可能性があると強調した。 

 

平見氏は、WTO のグローバル多国間主義の枠組みの中で公共財を提供するこ

との複雑さについて言及し、多国間主義に対する現在の脅威がこの課題を特

に困難にしていると指摘した。彼は、南半球諸国が多国間フォーラムで公共

財に貢献する上で重要な役割を担っていることを強調したが、それぞれの立
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場が分かれているためプロセスは複雑になっている。一部の南半球諸国は特

定の問題で西側諸国と足並みを揃えているが、他の国々は中国のシステムを

支持しており、公共財の提供にさらなる複雑さが生じている。 

 

豊田氏は、トランプ前大統領とその支持者が TPP に反対した理由について

質問した。貿易は勝者と敗者の両方を生み出すと指摘し、悪影響を受ける可

能性のある人々を支援することの重要性を強調した。彼は、日本では、再教

育、再訓練、その他の支援などの措置がこれらの課題に対処するのに役立つ

可能性があると指摘し、特に自由貿易には常に勝者と敗者が存在するという

事実を踏まえ、米国が自国の貿易調整措置を改善して自由貿易の影響をより

適切に管理できる可能性について見解を求めた。 

 

原岡氏は、米国と中国の両方で、グローバル化を支持する若い世代の利益が

考慮されることを個人的な希望として共有した。彼は、これら将来の世代の

好みを反映するために、自由主義的な国際貿易体制を速やかに回復すべきで

あると提案した。 
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Opening Remarks 

 

Kent E. Calder, Director, Reischauer Center for East Asian Studies, SAIS 

Dr. Calder framed the conference’s relevance amid a pivotal moment in global 

affairs and U.S.-Japan relations, shaped by multiple complex forces. He also 

identified the 2008 financial crisis as a critical inflection point that reshaped 

the global system, and discussed how this crisis triggered a populist wave 

across industrialized nations, influencing political shifts, such as Donald 

Trump’s election and populist leaders like Boris Johnson and Marine Le Pen. 

These shifts have transformed international relations, economic growth 

trajectories, and energy strategies. He cited Russia’s rising discontent, which 

ultimately led to the Ukraine War in 2022, as another outcome of these global 

changes. He also highlighted technological advancements, particularly in 

energy, which have accelerated the transition to renewables, further 

reshaping global dynamics. Dr. Calder noted Japan’s exceptionality in 

avoiding populism despite global trends. In a turbulent world, Japan’s 

resilience underscores the importance of U.S.-Japan cooperation and the 

potential to build a stable global order that benefits all.  

 

Masakazu Toyoda, Chairman and CEO, Japan Economic Foundation (JEF) 

He highlighted recent global challenges, such as the rise of authoritarian 

leaders and the assertion of economic, political, and military power to expand 

territories, which have intensified in the wake of the COVID-19 pandemic 

and Russia’s invasion of Ukraine. He noted that these crises, alongside 

China’s economic uncertainties, are major concerns.   

The forum’s agenda focuses on energy, the environment, and the international 

order, topics that are increasingly interlinked. He pointed out that a decade 

ago, the intricate connections between these areas were not as evident, but 

now understanding the relationship between energy policies, environmental 

considerations, and geopolitical stability is essential.  

This dialogue is timely, as both Japan and the U.S. face political transitions, 

including the upcoming U.S. presidential election and leadership shifts in 

Japan. The directions these nations choose will be closely monitored by the 

global community. In closing, Mr. Toyoda expressed his hope that the forum’s 

discussions would go beyond just analyzing these complex issues and lead to 

actionable solutions that could inform future policies. 
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Session 1: Securing Energy by Responding to Climate Change 

 

Kent E. Calder (moderator)  

Dr. Calder opened by reflecting on the presentations, emphasizing that three 

of the four centered on U.S.-Japan cooperation, particularly around energy 

efficiency and the potential for joint efforts with third countries. 

 

Yukari Yamashita, Managing Director, Institute of Energy Economics, Japan 

(IEEJ) 

Prof. Yamashita highlighted four priorities: enhancing energy efficiency, 

improving renewable energy storage and grid integration, scaling up carbon 

capture and storage (CCS), and maintaining stable fossil fuel supplies. She 

then underscored Japan’s strengths in energy efficiency and partnerships 

with the U.S. and other nations, referencing the COP 28 goal to double global 

efficiency by 2030, also advocated for developed nations to support these 

regions with knowledge-sharing and efficiency standards akin to Japan’s Top 

Runner and the U.S. Energy Star programs. Prof. Yamashita also suggested 

that U.S.-Japan collaboration could optimize the technologies such as AI and 

data centers for energy savings. Additionally, she addressed economic 

security concerns over critical minerals, advocating for innovation to reduce 

reliance on specific supply chains. Prof. Yamashita called for collaborative 

efforts from Japan, the U.S., and other nations to maximize resources in 

transitioning to a sustainable, net-zero future. 

  

Hirotaka Ishii, General Manager, JOGMEC , Washington, D.C. Office 

Mr. Ishii outlined Japan’s climate initiatives and emphasized that Japan’s 

efforts contribute to global emissions reduction, given Japan's share of global 

emissions and the large contributions from other major economies like China 

and the U.S. He introduced Japan’s Green Transformation (GX) initiative, 

which aims to shift Japan’s industrial and social structures toward clean 

energy, enhancing both economic growth and competitiveness.   He also 

highlighted recent legislation, such as the Hydrogen Society Promotion Act, 

to support low-carbon hydrogen in sectors like iron and steel, chemicals, and 

power generation. Mr. Ishii noted nuclear power’s decline post-Fukushima 

but shared plans to restore it to 20-22% of the energy mix by 2030, pending 

safety measures and regulatory compliance.  
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Mr. Ishii concluded by describing Japan’s “S+3E” energy strategy (safety, 

energy security, economic efficiency and environment), and stressed that 

recent global events, including the Ukraine crisis, underscore the importance 

of energy security, posing a potential energy crisis reminiscent of 1973. 

 

Christopher Elsner, Director, S&P Global Commodity Insights 

Mr. Elsner discussed geopolitical shifts impacting energy security and 

decarbonization.  

He identified the 2008 financial crisis as an inflection point, with recent 

events like the Ukraine invasion and Texas deep freeze underscoring energy 

security's importance.  

The U.S. shale boom, particularly since 2013-2014, has benefitted Japan by 

ensuring a stable energy supply, reinforcing opportunities for U.S.-Japan 

cooperation. Decarbonization was a central focus, with him noting the 

challenges posed by supply chain disruptions for renewables and energy 

storage. For Japan, electrification is crucial to meet decarbonization targets, 

though the rising demand from AI and data centers may strain energy 

resources. Nuclear energy, along with grid-scale storage, is vital for Japan’s 

24-hour energy reliability. Natural gas will remain significant in Japan’s 

energy mix to balance renewables’ variability. Mr. Elsner highlighted 

potential for U.S.-Japan cooperation in oil and refined products markets, 

though demand for these fuels is decreasing with the rise of EVs and 

hydrogen vehicles, while Japan’s thermal power reliability, essential for 

economic stability. Finally, He stressed that will continue to be prioritized into 

the 2030s and 2040s as decarbonization efforts advance. 

 

Jennifer Sklarew, Assistant Professor, Environmental Science and Policy, 

George Mason University 

Dr. Sklarew focused on resilience from various stakeholder perspectives, 

discussing implications for U.S.-Japan cooperation. She outlined different 

resilience types: engineering, ecological, social, and economic resilience, 

noting that the separation of these priorities can lead to perceived conflicts. 

She then reviewed Japan’s priorities within its Green Transformation (GX) 

initiative, including energy storage, grid access, and supply chains, which 

balance energy security, environmental goals, and economic resilience. 

Japan’s renewable energy shift includes offshore wind, hydrogen, and 
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ammonia, though challenges like land use concerns and grid fees for 

renewable producers remain. In the U.S., priorities are similar, though policy 

implementation may vary based on future administration changes. For 

example, a Trump administration might emphasize oil and gas on federal 

land.  Economic resilience for renewables in the U.S. is evolving, driven by 

declining battery prices and expanding utility-scale storage. However, delays 

in grid interconnection persist, and state-led renewable initiatives may be 

affected by federal policy changes. She noted that California, Massachusetts, 

and New York are leading in renewable standards, though a Trump 

administration might impose limitations on state actions. Finally for U.S.-

Japan cooperation, Dr. Sklarew outlined potential paths under new 

administrations, Hydrogen, nuclear technology, critical minerals, and CCS 

are likely areas for collaboration regardless, and Trump administration may 

focus on blue hydrogen and large-scale hydropower.  

 

Panel Discussion 1 

 

Dr. Calder proposed starting the discussion with battery storage and then 

exploring other topics related to U.S.-Japan cooperation. 

 

Mr. Christopher Elsner emphasized that grid-scale energy storage, rather 

than EVs, is the immediate priority for maintaining reliable power when 

renewables are intermittent. He noted that While U.S. policies like the 

Inflation Reduction Act offer insights for Japan, EVs’ demand for batteries is 

slowing the scaling of grid-level storage solutions. 

 

Prof. Yamashita acknowledged China’s critical role in battery storage, noting 

that software control for computing and optimization is equally vital. Japan’s 

Sixth Basic Energy Strategy is exploring hydrogen as an alternative, given 

its potential for longer-duration storage in a different form. 

 

Mr. Ishii emphasized hydrogen’s importance in achieving carbon neutrality, 

alongside wind and solar power. He noted the need to strategically integrate 

hydrogen within Japan’s overall energy framework. 
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Prof. Yamashita highlighted Japan's active promotion of hydrogen but 

questioned its end-use and market readiness. She emphasized the need for 

subsidies to offset hydrogen’s high initial costs compared to current energy 

materials, to build a viable hydrogen supply chain. 

 

Dr. Sklarew noted that, despite the 2024 amendment to Japan's Marine 

Energy Resources Act permitting offshore wind development in Exclusive 

Economic Zones (EEZ), market readiness remains a challenge.  

 

Dr. Calder pointed out Japan's significant potential for offshore development, 

given that its Exclusive Economic Zone (EEZ) is the sixth-largest globally. 

 

Mr. Ishii affirmed that Japan’s new policy targets both supply and demand 

for hydrogen, with subsidies on each side to help grow the market. 

 

Dr. Calder praised this as an example of Japanese industrial policy taking a 

holistic approach, contrasting with the more supply-focused U.S. policies. 

 

Mr. Elsner noted that Japan and Europe are exceptions in prioritizing both 

supply and demand, as global policies tend to focus on supply alone. He 

stressed that prohibitive costs for CCS and hydrogen require strong financial 

incentives and policies, such as those in the U.S. Inflation Reduction Act’s 

45V provisions. He explained that without robust policy support, CCS and 

hydrogen projects may struggle to reach the construction phase. 

 

Mr. Ishii noted Southeast Asia’s population growth and natural gas usage, 

suggesting that the U.S. could support these countries’ carbon neutrality by 

exporting LNG, while Japan could contribute technology. 

 

Prof. Yamashita emphasized collaboration with retailers to promote efficient 

products, highlighting that consumer education, along with regulations, helps 

phase out inefficient items. Prof. Yamashita noted that Japan and the U.S. 

both have effective models for energy efficiency but have so far collaborated 

only minimally in this area.  
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Mr. Toyoda asked whether Japan might benefit from European-style indirect 

regulations on energy savings, where utilities are mandated to engage 

households in reducing energy use. He also asked if the U.S. could help Japan 

adopt balanced nuclear regulations, noting Japan’s struggle to optimize its 

nuclear regulatory approach post-Fukushima. 

 

Dr. Sklarew addressed the nuclear regulation question, discussing Japan’s 

cautious regulatory approach due to a cultural zero-risk tolerance, which 

contrasts with the U.S.'s risk management framework. She suggested Japan 

could benefit from more risk-based regulation and community engagement, 

noting the importance of trade-offs and incident response, as learned from the 

Three Mile Island experience. 

 

Mr. Elsner added that the U.S. faces local opposition to both traditional and 

advanced nuclear projects, which has slowed progress. He suggested 

collaborating on ways to improve risk communication to gain local and 

national support for nuclear and other infrastructure projects. 

 

Prof. Yamashita commented on Japan’s challenges with an aging nuclear 

engineering workforce, underscoring the importance of international 

collaboration for training. She highlighted the need to expose young engineers 

to global energy discussions and noted Microsoft’s innovative nuclear project 

as potentially inspiring for young engineers. 

 

Session 2: International Order - Power versus Rules 

 

Naoyuki Haraoka (moderator), Executive Managing Director, Japan 

Economic Foundation (JEF) 

Mr. Haraoka opened Session 2, with a focus on trade policy topics such as 

tariffs, digital trade, and their impact on the global economic order. He noted 

the increasing complexity of global trade policy due to geopolitical risks and 

the balancing act required between economic growth, energy security, and 

environmental concerns. 
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Ambassador Kenneth I. Juster 

Ambassador Juster discussed the shifting landscape of global trade and the 

potential impact of the U.S. presidential election on trade policy. He noted 

that global trade has moved from multilateral agreements to plurilateral or 

sector-specific deals, such as the CPTPP and the U.S.-Japan digital trade 

agreements. He explained the challenges the WTO faces, including the U.S. 

blocking appointments to the appellate body, which has weakened the dispute 

resolution process. U.S. frustrations with the WTO also stem from the 

consensus requirement and perceived tariff imbalances that disadvantage 

American trade interests. Ambassador Juster pointed to National Security 

Advisor Jake Sullivan’s 2023 critique of the neoliberal economic order, which 

marked a shift toward selective tariffs, export controls, and domestic 

industrial policies. This approach is evident in the Biden administration’s 

measures to limit foreign acquisitions in critical industries, as seen with its 

opposition to Nippon Steel’s attempt to acquire U.S. Steel. Looking forward, 

Ambassador Juster suggested that both Vice President Harris and former 

President Trump would likely continue a cautious trade stance if elected. 

Harris would focus on tariffs, allied partnerships, and climate policies, while 

Trump might pursue high tariffs to gain leverage for opening foreign markets, 

especially with China. 

 

Dr. Kenta Hirami, Associate Professor, International Law Faculty of Global 

Studies, University of Nagasaki 

Dr. Hirami discussed the rise of unilateralism in trade and its implications 

for global economic relations. He defined unilateralism in two senses, focusing 

on the problematic aspect where powerful states use unilateral measures to 

impose values, such as climate action or labor standards, on others. He then 

highlighted examples of unilateralism from the U.S. and the EU, including 

the U.S. Trade Act's Section 301 and the EU's Corporate Sustainability Due 

Diligence Directive (CSDDD), illustrating how major markets use such 

measures to control access and influence external behavior. He attributed the 

rise of unilateralism to the ineffectiveness of existing international rules, 

stalled treaty negotiations, and the WTO’s weakened dispute settlement 

system. Dr. Hirami outlined three issues with unilateralism: the imposition 

of one community’s values on others, the economic and administrative 

burdens it places on foreign businesses, and the restriction of regulatory 
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autonomy for other states. As solutions, he suggested using trade agreement 

dispute systems where possible, emphasizing the importance of economic 

diplomacy to reduce conflicts, and encouraging private sector involvement to 

ensure their concerns are considered in policy design. 

 

Ambassador David B. Shear, Senior Advisor, Reischauer Center for East 

Asian Studies, Johns Hopkins University (SAIS) 

Ambassador David Shear addressed the importance of aligning U.S. economic 

and geopolitical strategies in the Indo-Pacific region. In 2011, He encouraged 

Vietnam to join the Trans-Pacific Partnership (TPP), highlighting its 

economic and geopolitical benefits, including increased trade independence 

from China.  

Ambassador Shear noted, however, that Washington has not consistently 

appreciated this link between trade and geopolitics. He pointed out that 

President Obama delayed submitting the TPP to Congress, and President 

Trump subsequently withdrew the U.S. from the agreement in 2017, while 

Japan's efforts to salvage the agreement through the Comprehensive and 

Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership (CPTPP) mitigated 

some impacts. Ambassador Shear cited China’s implicit messaging to Indo-

Pacific countries that aligning with China brings economic gain, while 

partnering with the U.S. yields less tangible benefits—a portrayal he likened 

to the difference between “Netflix” (China) and “Blockbuster Video” (the U.S.). 

He closed by urging the U.S. to renew its commitment to linking economic 

policy with geopolitical goals to establish a stable regional order, though he 

acknowledged that for now, allies like Japan are filling the gap left by U.S. 

disengagement. Ambassador Shear concluded with a warning that, as in the 

1990s when U.S.-Japan alliance faced challenges, the future of the alliance is 

ultimately "ours to lose" if not actively pursued. 

 

Kiyoshi Tanigawa, Executive Director, Keidanren USA 

Mr. Tanigawa noted that global trade has expanded from $6.1 trillion in 2000 

to $24 trillion in 2023, significantly reducing extreme poverty, with 

businesses playing a crucial role. Mr. Tanigawa outlined three priorities for 

Japan: strengthening national power, advancing international rules, and 

building cooperation with the Global South. He explained that Japan’s 

National Security Strategy emphasizes “strategic autonomy” (reducing 
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dependence on certain nations) and “strategic indispensability” (ensuring 

Japan remains a critical partner). Achieving these goals requires Japan to 

uphold an open, rules-based economic order and enhance supply chain 

resilience, especially through “friend-shoring” with like minded countries. He 

stressed the importance of integrating free and fair trade and investment 

climate, economic security, and sustainability. He called for expanding trade 

networks through economic partnership agreements (EPAs) and free trade 

agreements (FTAs), while also pushing for WTO reforms, including restoring 

its dispute settlement function and updating security rules. On sustainability, 

He urged promotion of environmental trade, efforts to reach agreements on 

carbon pricing and emissions accounting to advance global environmental 

goals. He closed by underscoring the need for creative solutions to address 

these multifaceted global challenges.   

 

Panel Discussion 2: 

 

Mr. Haraoka expressed gratitude for the concrete proposals shared during the 

discussion, emphasizing the importance of alliances like the QUAD and 

financial initiatives to support infrastructure. He noted the challenges facing 

the U.S. in actively contributing to a rules-based international economy, 

suggesting that alliances involving the U.S., such as the QUAD, could help 

address issues like inequality and mitigate geopolitical tensions. From a 

business standpoint, He then highlighted the need for clear, predictable rules 

to create a stable environment for companies. He asked for insights on 

balancing economic security with free trade, noting that some advocate a 

"small yard, high fence" approach to protect essential sectors while promoting 

trade. However, defining the scope of this approach remains challenging. He 

asked the panelists how best to achieve this balance for businesses. 

 

Ambassador Juster echoed Ambassador Shear’s concerns about the U.S. 

withdrawal from the TPP, which he viewed as a strategic error. He 

emphasized the shared U.S.-Japan interest in a multipolar Asia where China 

does not dominate. Noting China’s expansive trade relationships through 

initiatives like the Belt and Road and its involvement in RCEP, Ambassador 

Juster warned that China could eventually join the CPTPP. He advocated for 
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the U.S. and Japan to address these issues collaboratively, particularly 

through the QUAD.  

 

Dr. Hirami described the U.S. alliance as a partnership rooted in shared 

values and essential for defending the international order against 

authoritarian threats. However, he reiterated concerns from his presentation 

regarding the U.S.'s frequent reliance on unilateral actions, which can 

destabilize business environments. Dr. Hirami suggested that Japan should 

adopt a pragmatic response, maintaining a fair and impartial stance on each 

U.S. policy and working to influence U.S. decision-making to avoid 

problematic unilateral measures.  

 

Ambassador Shear addressed how Japan and the U.S. could collaborate to 

strengthen their influence in the Indo-Pacific, aligning with Ambassador 

Juster’s views. He acknowledged the missed opportunity of the TPP, which he 

saw as a vital component for both economic and political influence in 

Southeast Asia but suggested offsetting the absence of market-opening 

measures by enhancing development finance in Southeast Asia. 

 

Mr. Tanigawa emphasized the broad scope and depth of U.S.-Japan 

cooperation, noting the difficulty of achieving consensus in multilateral 

forums like the WTO and the UNFCCC. He encouraged U.S. leadership in 

“Global Partners for the Future” to rebuild a free and open rule-based 

international order, emphasizing the need for inclusivity and caution against 

protectionism. He argued that industrial policy should align with public 

policy goals and be responsive to the public goods role companies increasingly 

play.  

 

Dr. Hirami discussed the revival of industrial policy, attributing it to two main 

factors: the impact of China’s state capitalism on global competitiveness and 

the need for economic security, especially in securing supply chains. He noted 

ongoing debates in liberal countries regarding the necessity of industrial 

policy, which inherently involves government intervention in the market. Dr. 

Hirami argued that if industrial policy is deemed essential, then coordinating 

these policies among like-minded countries is crucial. He concluded that 
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coordinating policies could clarify resource allocation among allies, further 

enhancing economic security. 

 

Mr. Haraoka expressed gratitude for the detailed proposals presented, 

emphasizing the importance of the QUAD and financial initiatives for 

infrastructure. He observed that while it may be challenging for the U.S. to 

fully support a rules-based international economy, alliance efforts like the 

QUAD could help address issues such as inequality and broader geopolitical 

challenges. From a business perspective, he asked the panelists to comment 

on how to achieve a balance between economic security and free trade, noting 

that a “small yard, high fence” approach—protecting essential areas while 

promoting openness—might be practical. 

 

Ambassador Juster addressed global uncertainties impacting the business 

and geopolitical landscape. He noted that companies are expanding 

compliance and risk management teams as they navigate an evolving 

international order, China’s growing influence and the emergence of 

multipolar dynamics, with countries in the Global South and BRICS seeking 

a more prominent role in global institutions.  

 

Mr. Tanigawa expressed cautious support for concepts like "de-risking" and 

the "small yard, high fence" approach as strategies to manage technological 

and economic security. However, he noted the challenge of implementation, 

given the rapid pace of technological change that can quickly render specific 

rules outdated.  

 

Mr. Naoyuki Haraoka expressed appreciation for the discussion and clarified 

Japan’s stance on the CPTPP. He emphasized that Japan would welcome 

China’s participation in the agreement, provided China meets the necessary 

requirements, underscoring that the goal is not to contain China. Recognizing 

China as a vital trading partner for both Japan and the U.S., Mr. Haraoka 

suggested that promoting free trade in the Asia-Pacific region aligns with 

Japan’s objectives and should be implicitly expected from the United States. 

He asked the panelists whether they agreed with this characterization of U.S. 

trade goals. 
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Ambassador noted that former President Trump intends to cancel the Indo-

Pacific Economic Framework (IPEF), one of the few initiatives supporting 

regional supply chain cooperation and communication. Ambassador Juster 

then praised Japan’s leadership in preserving the CPTPP and emphasized 

the importance of maintaining its high standards. He cautioned that China 

should only be allowed to join if it meets these standards, especially regarding 

state-owned enterprises, to prevent any lowering of the agreement’s quality. 

 

Dr. Kent Calder reflected on the discussion within the broader theme of world 

order, emphasizing the need for risk reduction mechanisms and cooperation 

in providing global public goods. He highlighted Ambassador Juster’s 

example of blended finance for infrastructure, noting that such initiatives are 

essential for maintaining the influence of dominant powers like the U.S. and 

Japan. He suggested that a plurilateral approach to digital trade, rather than 

a fully multilateral one, could be viable, given existing bilateral agreements 

like the U.S.-Japan digital trade deal under President Trump. Dr. Calder also 

proposed exploring Japan's industrial policy as a learning model for the U.S., 

especially in areas where they share strategic goals.   

 

Ambassador Juster emphasized that the QUAD’s efforts extend beyond 

economics, providing public goods for the region in areas such as climate-

related support, cybersecurity, health security, vaccines, humanitarian aid, 

and maritime domain assistance. He then highlighted that the U.S. has 

pursued a cooperative agenda with China on transnational issues, including 

combating drugs and fentanyl, addressing climate change, and enhancing 

cybersecurity.  

 

Mr. Tanigawa highlighted the importance of a tailored approach to energy 

transition, noting that Asian countries have diverse energy portfolios and 

industrial structures, making a single pathway to economic neutrality 

unfeasible. He suggested that Japan could play a leadership role by 

developing a model that integrates the Global South and other countries into 

the international order, emphasizing that such an approach could be 

beneficial in the future. 
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Dr. Hirami addressed the complexity of providing public goods within the 

framework of global WTO multilateralism, noting that current threats to 

multilateralism make this task particularly challenging. He emphasized the 

crucial role of Global South countries in contributing to public goods in 

multilateral forums, though their divided stances complicate the process. 

Some Global South countries align with Western countries on certain issues, 

while others support the Chinese system, creating additional layers of 

complexity in providing public goods. 

 

He posed a question about why former President Trump and his supporters 

opposed the TPP. Noting that trade creates both winners and losers, Mr. 

Toyoda emphasized the importance of supporting those who may be adversely 

affected. He pointed out that in Japan, measures such as reskilling, 

retraining, and other forms of support could help address these challenges 

and asked for perspectives on how the U.S. could potentially improve its own 

trade adjustment measures to better manage the impacts of free trade, 

particularly the fact that there are always winner and losers in free trade. 

 

He shared a personal hope: that the interests of younger, pro-globalization 

generations, both in the U.S. and China, be taken into account. He suggested 

that a liberal international trade regime should be restored promptly to 

reflect these future generations' preferences. 
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6. 発表資料 

 

パワーポイントスライドを活用し、掲載許可を得たスピーカー分のみを掲載。 

（敬称略、登壇順） 

 

Session 1: Securing Energy by Responding to Climate Change 

① Hirotaka Ishii, General Manager of Washington, D.C. Office, Japan Organization 

for Metals and Energy Security 

 

② Christopher Elsner, Director, S&P Global Commodity Insights 

 

③ Jennifer Sklarew, Assistant Professor, Development of Environmental Science and 

Policy, George Mason University 

 

Session2: International Order - Power Venue Rules 

① Kenta Hirami, Associate Professor, International Law, Faculty of Global 

Studies, University of Nagasaki 
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Session 1: ①  Hirotaka Ishii, General Manager of Washington, D.C. Office, Japan 

Organization for Metals and Energy Security 
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Session 1 : ②  Christopher Elsner, Director, S&P Global Commodity Insights 
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Session 1 : ③  Jennifer Sklarew, Assistant Professor, Development of Environmental 

Science and Policy, George Mason University 
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Session 2 : ① Kenta Hirami, Associate Professor, International Law, Faculty of Global 

Studies, University of Nagasaki 
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7. 成果 

 

フォーラム参加者全体としての満足度は 100%だった。 

また、フォーラムの質も参加者全員から期待どおりもしくは、期待以上だったとの回答を

得た。米国大統領選直前に行われたものであったため、取り上げたトピックが適当であり課

題として取り上げるべきものであったか、との問いに対しても全員がそう思う、もしくはほ

ぼそう思うと回答した。 

参加者自身の仕事もしくは研究に役立ったか聞いたところ、88%が役立ったと答え、残り

の 12％もそれなりに役立ったとの評価だった。 

セッションごとの評価では、気候変動に対応したエネルギー安全保障により関心が高か

ったことが窺えるが、権威主義対ルール思考の国際秩序についても全員が満足またはある

程度満足したと評価した。 

概ね良い結果を得ることができたが、特にスピーカーの選定が素晴らしく、ダイバーシ 

ティがあって良かったとするコメントは、主催者として目指すべき一面でもあり、大変あり

がたく受け止めている。今後の励みにしていきたい。 

一方、アンケートでは、午前・午後のセッションに分けて実施したらどうか、との意見も

あり、もう少しフロアを巻き込んだ議論・質疑にも時間を割くべきであったと考える。今後

はこの点に注意し、時間配分にも気を配っていきたい。 

本事業では、対面参加型の聴衆に加え、時間を気にせず聴講できる動画のウェブページ掲

載している。加えて、フォーラムの同時配信も行ったが、事前に目指した案内先拡大につい

ては対策が不十分であり、今後の課題として残った。後日、報告書や動画をホームページに

掲載する旨、日米の著名大学・研究所、日本及び日米経済関係機関、産業界等へも情報拡散

すべく、ご案内していきたい。 

今回のフォーラム参加者を所属分野別に見ると、ほぼ均等に分かれており、学生、研究者

やビジネスパーソン、大学教授の順に多かった。来年度以降は、政策決定に携わる政府関係

者にも声がけし、参加者の所属先を多角化して様々なご意見をいただけるように工夫した

い。 
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8. アンケート集計結果 

 

フォーラム参加者 37 名にアンケートを実施（回答者数 24 名） 

 

1. Overall Evaluation of the Forum 

Evaluation % 

Satisfactory 75% 

Somewhat satisfactory 25% 

Somewhat unsatisfactory 0% 

Unsatisfactory 0% 

 

 

 

2. Evaluation of the Quality of the Forum as compared with your expectation 

Evaluation % 

Higher than expected 25% 

As high as expected 75% 

As low as expected 0% 

lower than expected 0% 

 

 

 

3. Were the topics timely and relevant to the issues of the day? 

Evaluation % 

Agree 83% 

Somewhat agree 17% 

Somewhat disagree 0% 

Disagree 0% 
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4. Session by Session Evaluation 

Session 1 

Evaluation % 

Satisfactory 88% 

Somewhat satisfactory 12% 

Somewhat unsatisfactory 0% 

Unsatisfactory 0% 

 

 

 

 

Session 2 

Evaluation % 

Satisfactory 71% 

Somewhat satisfactory 29% 

Somewhat unsatisfactory 0% 

Unsatisfactory 0% 

 

 

 

 

5. Were today’s discussions useful for your work/research? 

Evaluation % 

Useful 88% 

Somewhat useful 12% 

Somewhat useless 0% 

Useless 0% 
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6. Any other comments/suggestions are appreciated. 

➢ Great event 

➢ Please provide microphone to all speakers 

➢ Gorgeous conference speakers 

➢ How about splitting into morning and afternoon session for effective outcomes? 

➢ Conference that you handled so successfully 

➢ Just the right mix of subjects, people and time 

➢ By all accounts it was very well done with excellent and diverse set of speakers 

➢ It was a wonderful meeting with so many experts 

➢ Wanted an opportunity for questions from the audiences 

 

 

 

7. You are: 

Affiliation % 

Business person 17% 

University teacher 12% 

Researcher 21% 

Student 33% 

Media 0% 

Government official 0% 

Visiting scholar 17% 
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9. 共催団体紹介 

The Japan Economic Foundation (JEF) was established in July 1981 to 

deepen mutual understanding between Japan and other countries through 

activities aimed at promoting economic exchanges. With this goal in mind, 

JEF engages in a broad range of activities; it provides information about 

Japan and arranges opportunities to exchange ideas among opinion leaders 

from many countries in such fields as industry, government administration, 

academia and politics in order to break down the barriers to mutual 

understanding. https://www.jef.or.jp/ 

 

 

Established in 1984, with the explicit support of the Reischauer family, the 

Edwin O. Reischauer Center for the East Asian Studies at the Johns Hopkins 

School of Advanced International Studies (SAIS) actively supports the 

research and study of transpacific and intra-Asian relations, to advance 

mutual understanding between Northeast Asia and the United States. Edwin 

Reischauer served as Honorary Chair of the Edwin O. Reischauer followed as 

Honorary Chair from 1991 to 1998.  

They both exemplified the deep commitment to public service and transpacific 

communication that the Reischauer Center aspires to perpetuate in its 

scholarly and cultural activities today. https://www.reischauercenter.org/ 

 

 

https://www.jef.or.jp/


74 

 

10. 事務局 

 

（日本側） 

一般財団法人国際経済交流財団／Japan Economic Foundation (JEF) 

住 所：〒104-0061 東京都中央区銀座 3-7-3 銀座オーミビル 5 階 

T E L：03-6263-2517    

U R L：https://www.jef.or.jp 

E m a i l：gyoumu@jef.or.jp 

担 当：業務部長 石井 淳子 

業務部   戸田 三州江、永川 美佳 

 

 

（米国側） 

ジョンズ・ホプキンス大学高等国際関係大学院／ 

Paul H. Nitze School of Advanced International Studies (SAIS) 

住 所：555 Pennsylvania Avenue NW, Washington D.C. 20001, USA 

U R L：https://www.reischauercenter.org/ 

担 当：Izumi Sano, ケント・カルダー教授付日本担当アシスタント 

Devin Woods, シニアプログラムコーディネーター 

 

 

［業務運営委託先］ 

東武トップツアーズ株式会社／TOBU Top Tours Co., Ltd. 

住 所：〒108-0075 東京都港区港南 1-8-15 W ビル 18 階 

担 当：大野 祐未子、町田 克彦 
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